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今年の広島県予算のキャッチフレーズは、「広島からの地方創生―共感から行動へ。広島県は貴方のよくばりライフを応援します。」です。
　私は、このキャッチフレーズに、今回の予算の性格と言うか、湯崎県知事の限界が出ていると思いましたので述べてみます。
県民生活の反省もない「改定チャレンジプラン」
　湯崎知事は、安倍内閣の地方創生版を、広島ではちょっと違った形でやるというのです。しかし、今日の貧困と格差を生んでいるアベノミクスの根本のところに手を入れないで踏襲する予算編成では、県民生活の向上は望めません。今必要なのは、県民の命とくらしに直結した民生予算に傾注した循環型経済運営です。
湯崎知事の改定ひろしま未来チャレンジプランは、アベノミクスの失敗と同様、反省もなく、今度は人づくりだと言いだしたに過ぎません。それも、その人づくりは、イノベーションをエンジンとしていますから、とんでもない人づくりになることでしょう。　　
　地方創生という文言は、安倍内閣の文言であり、アベノミクスの失敗を覆い隠すために、地方自治体を限界集落ならぬ、消滅自治体と脅し、国のいいなりになる創生計画を作らせ、経済成長戦略の枠にはめ、少ない地方自治体予算の中で、益々民生的な仕事ができなくさせた、諸悪の根源の言葉であり、私たちは、地方再生という言葉を使って対抗しています。
　湯崎知事が創生の言葉を使って、国ができないことをやるのだと記者会見で述べていますが、今まで彼が論じたことが、国政において取り上げられ、全国に波及して、自分の施策をを自慢していたものです。しかし、地方創生はその結果、国民の中に貧困と格差を生んでしましました。そのことの反省はありませんでした。平成２３年度当初予算の説明時，「一言で申し上げて，広島県の新たな活力の創出に向けた「チャレンジ実行予算」というふうに考えております。」と言っていましたが、平成28年には、「従来のチャレンジビジョンを発展的に見直し，新たな挑戦を推し進めます。」と言うことになりました。あれから6年湯崎知事の新たな活力の創出は、どこをみればいいのでしょうか。

　第二が、「共感から行動へ」と、いつだれが何に共感した、行動を起こせというのでしょうか。今や共働き家庭が、過半数以上を占める社会になっていますが、県民は苦しみながらも、一生懸命働きますが、生活は楽にならずという感想を持っています。　　
知事は「欲張りなライフスタイル」の実現を目指すとは、二者択一的な「仕事か暮らしか」ではなく，「仕事も暮らしも」両方追求しようというメッセージを込めています。ごく当然のことで、これを阻害しているのが、低賃金であり、非正規雇用等不安定な雇用形態です。このことについて、何ら施策を行わず、イクメンだとか、婚活だとかに行政施策を展開している、的外れなことをしていると違和感を感じます。
「欲張りライフ懇談会」を開き、そこでの発言に、「今中山間地域で暮らしている人たちがどうなのかというと，とても幸せな方々もたくさんいらっしゃると思っています」と地方の暮らしの良さ、集落の伝統を守る生きがいなどを聞いた、この生き方を続けることを原動力にして頑張ってくださいと言います。このようなことは、その地域で生活している限り、賢明に働き、不平がありながらも生きている姿であって、決して現状に満足しているわけではないし、湯崎県政がもたらしたものでもないのです。鳥獣被害の増加や、農業で生計ができない、子どもを産む産科医院がない、現実の生活の困難さ、小学校の統廃合でコミュニケーション基地がなくなるなど、このようなことの解決に行政は率先して施策を行うことが必要なのに、湯崎知事が、「中山間地域にある強み」「これを伸ばしていくということ」と現実的な問題の解決を示さず、「都市と中山間地域の相互補完を」と言っていますが、知事がこれまで放置してきた中山間地域の人たちの叫び声が聞こえていない言葉でしかないように思うのは私だけでしょうか。　
　今年度予算について、湯崎知事は広島未来ビジョンにかかげられている、イノベーションを最優先にあることを強調し、いままで一握りの元気な人を対象とする県政を実施してきました、それを土台に今回の人づくりの面で、何がモデル的にできるかを探求するというのです。今まで未来ビジョンで行ってきた県政で、県民の幸福を向上させたものは何だったのでしょうか。その点について知事は、明らかにしないで、昨年はヒロシマイヤーだったと、この盛り上がりを大切にしたいと言っていますが、これはあなたがやった行政ではないのです。もううんざりなイノベーションの言葉です。
　この「よくばり」なのは、この一握りの人たちに言う言葉であり、この人たちにとっての予算案と言えます。

この予算をみなさんはどう料理しますか。食べることができますか。どこがおいしくてどこがまずいか、お知らせください。

広島県の当初全体予算案は、1,354,825,300千円です。今年は県費負担教職員制度の見直しで、教育費の給与費が524億円、広島市に移管されたので一般会計9,779憶円は減っており対前年度比2.8％の減額予算となっています。教育関係費が減額になりますので，その影響を除いた実質的な予算規模では11億円の増となります。

　一般会計では、収入の部で、県税収入0.6、地方譲与税6.1、地方特例交付金4.8、などは対前年度比で伸びており、特に財産収入は、10.8％の伸びを示しています。
　しかし、教職員給与費の減により、国庫支出金は、5.3％の▲、地方交付税は8.5％の▲
財源調整的基金繰入金は91億円取り崩しましたが、13.8％の△です。歳入全体は財政的にきつい予算となって2.8％の▲です。
　一方、法人事業税の業種別調定状況（28年4月から11月）で、自動車は6,721百万円対前年度比202.6％と好調は輸出のお陰を被っています。しかし、税金の払えない中小事業者の多いことも確かです。
　支出の部では、性質別内訳で、義務的経費が576億円減りますが、投資的経費は3億円の増となります。投融資関係費の内、地域医療介護総合確保基金積立事業（前年度比+38百万円）、国保県単位化推進事業（前年度比+30百万円）などの国の制度確立への支出金が68億円増、その他の行政費の中で、後期高齢者医療県負担金（前年度比+12百万円）、障害者介護サービス等給付事業（前年度比+25百万円）で37億円の増と増えています。
　目的別内訳で、当然にも、民生費、衛生費の構成比の伸び19.1％から21.1％となりますが、この伸びと自然増の伸びとの違いについて検証することが必要です。教育費の減24.2％から19.8％は当然として、総務費の地域づくり応援交付金事業が、▲33億円、農地中間管理事業▲5億円が気になりました。土木費の構成比が27年度が7.0％,28年度が7.3％、そして今年は7.6％とわずかですが増加傾向です。
主な休止事業として、29事業480,227千円があげられていますが、この間の施策運営の成果が上がらないものとされているのでしょうが、短期間に改廃されたものがあるならば、行政的なつながりから見て、県民に対する説明責任が問われます。ここに上がっていないものでも、身近な事業の改廃に目を見張りたいものです。知事はよく事業が定着したので、これからは市町での実施をお願いしますというやり方をします。いわゆる梯子はずしをやるのです。悪い例がリホーム助成補助金です。この事業のように、県の事業として行うことによって中小企業の地域経済の活性化に、本当に役立っている県があるのです。地域医療支援センター運営事業（女性医師の就業支援、市町・団体支援）4,720千円が休廃止になっています。県内女性の医師1325人ですが、県内には産科を持てない市がありますが、解決したのでしょうか。

今回予算案をみていると、資料2重点施策における主要事業の紹介では、やはり新たな経済成長-イノベーションの躍動という項目が最初に来ており、次々と生まれる事業環境が大事で、競争を煽る施策になっています。
　そして二番目に欲張りなライフスタイル実践の後押しとなっています。湯崎知事の頭から、このイノベーションは、欲張りライフ懇談会の声は届いていないようです。
マスコミも、人づくりを持ち上げた論調を作り出そうとしています。そうなのです、今人が大切なのです、地域とくらしを大事にしなけらば、人が住めなくなってしまう事態が広島県内に広がっているのですから、これに真っ先に手をつけるのが広島県の役割なのです湯崎知事が最初から、ひと、くらし、地域産業と言う並びで行政運営をしていたならば、今日のような疲弊した中山間地域の事態は変わっていたかもしれません。

今回は、例年の我々の要望に即した検討を行っていません。何れ時間があれば行いたいと思います。
　資料の請求等あれば広島自治研事務局までお知らせください。
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